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１．（１）低炭素化の実現

グリーンテック・イノベーション促進

グリーン・モビリティ、スマート・シティ
などに代表される新世代の社会イ
ンフラ整備に必要となる最先端テク
ノロジーの開発推進、新技術の積
極的活用に向けた取り組みを強化。

出典：都市交通分野の海外展開に向けた最近の取組みについて
（国土交通省作成）

日本の鉄道システム

（注１）石炭ガス化複合発電（Integrated 
coal Gasification Combined 
Cycle: IGCC）。

（注２）CCS（二酸化炭素回収貯留）とは、工
場や発電所等から排出される二酸化炭
素（Carbon dioxide）を大気放散す
る前に回収し（Capture）、地下へ貯
留（Storage）する技術。

温室効果ガス削減に向けた
一層の取り組み

再生可能エネルギー関連事業の
更なる推進、石炭火力からガス
火力への計画転換、IGCC（注
１）やCCS （注２）活用推
進を通じた温室効果ガス削減に
貢献。

出典：海外展開戦略
（環境）（平成３０年６月）
（環境省作成）

CCSの概念図
出典：脱炭素化に向けた
次世代技術・イノベーションについて
平 成 30年 2 月 19日
（資 源 エ ネ ル ギ ー 庁）

ガスバリューチェーン構築

各国のガス発電への燃料転換の
促進に貢献すべく、ガス火力発電
へのファイナンスに止まらず、LNG
受入ターミナル事業等ガスバリュー
チェーン全体の構築をパッケージで
提案・促進。

ガスバリューチェーン

今後のLNG輸入国は拡大

出典：LNG市場戦略（経済産業省作成）
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１．（２） ダイバーシティー

4

Japan ASEAN Women 
Empowerment Fundへの
出資（2016年9月）

“The G7 2X Challenge: Financing for 
Women”への参加（2018年6月）

-G7シャルルボワ・サミットにおいて、G7の公的金融機関と
ともに、女性の社会進出推進に貢献する事業、企業、ファン
ド等への資金提供を促進するためのイニシアティブに参加
を表明

-2020年までに民間資金を含めた支援額が30億米ドルに到
達することが目標。

-ASEAN諸国等における女性の起

業支援を目的に、マイクロファイナ
ンス機関向け投融資を行うファンド
に出資（JBIC出資予定額は最大30

百万米ドル）

2X Challengeの
参加機関拡大等を
通じた取組強化



１．（３）日米豪連携

2018年11月、 JBICは、日本政府の取組に基づき、米国政府系金融機関たるOPIC（海外民間投資公社）、DFAT
（豪・外務貿易省）・Efic (豪州輸出金融保険公社）との間で、インド太平洋地域を含む、第三国における日米豪の協
調プロジェクト促進の為、業務協力協定を締結。

2018年11月：
大洋州地域のインフラ開
発に対し、20億豪ドル
規模の支援を行う新ファ
シリティを立ち上げ。
Eficに10億豪ドルの資
本増強。

2018年2月：
米政府は民間部門主導の
健全な資金調達手段を提
供すべく、新開発金融機関
設立法（BUILD Act）を
議会に提出。OPICと
USAID（国際開発庁）の
一部を統合、新機関を設立
の上、機能強化を企図。

2018年7月：
Indo-Pacific Forum
（於ワシントン）においてポ
ンペオ国務長官が、インド太
平洋地域のコネクティビティ
向上を目的とした新イニシア
チブを発表。

2018年10月：
BUILD Act成立。

（三機関覚書調印式典：米・ハガティー駐日
大使、日・前田総裁、豪・コート駐日大使）

日米豪の協調プロジェクトを促進
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㈱ JBIC IG Partners
• 2017年6月、JBICと経営
共創基盤（IGPI）との合
弁会社として設立。

• 今般、Russia-Japan
Investment Fundに続き、
本ファンドを設立・運営。

共同で設立・運営

JBIC IGAS BaltCap

北欧・バルト地域の
IT先端企業

出資

JB Nordic Fund I に対する出資（2019年1月）

事業提携機会や投
資機会獲得を促進

JBIC出資承諾額：

案 件 概 要 ：

最大4千万ユーロ。本ファンドは、総額約1億ユーロ規模で運営開始。

✓ 北欧・バルト地域のIT先端企業を投資対象とするベンチャーキャピタルファンドを、バル
ト地域最大のファンドマネージャーであるAS BaltCapと共同で設立。

✓ 戦略投資家として、オムロン、パナソニック及び本田技研工業が出資。

JB Nordic Fund I
出資

ホンダ

パナソニック

戦略投資家

オムロン

JBIC

案 件 意 義：

✓ 北欧・バルト地域は、電子政府等のIT先端分野における各種プロジェクトの存在や、政府系ファンドによる
ベンチャー企業支援等を背景に、世界でも有数のスタートアップ・ハブとしての地位を確立しつつある地域。

✓ 本ファンドは、投資家である日本企業と同地域のIT先端企業との事業提携機会や日本企業によるIT先
端企業への投資機会獲得を促進し、日本企業を戦略面で支援。

２．（１）オープンイノベーション促進に向けたファンド出資
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２．（２）世界最大規模の洋上風力発電向け融資

英国Moray East洋上風力発電事業に対するプロジェクトファイナンス（2018年11月）

JBIC融資承諾額：

案 件 概 要：

約743百万ポンド（協調融資総額約1,517百万ポンド）
（JBIC過去最大の再エネ事業向け融資）

✓ MOWELが英国北部スコットランドMoray沖合22kmにお
いて、総発電容量950MW（≒100万世帯分）の洋上
風力発電所を建設・所有・運営。

✓ 商業運転開始後15年にわたり、電力小売事業者に売電。
✓ 質高インフラ環境成長ファシリティ（QI-ESG）対象案件。

案 件 意 義：

✓ 融資対象は、世界最大規模の洋上風力発電事業であり、MHIヴェスタスの最新式の機器を使用。JBIC
の再エネ事業向け融資として過去最大。MHIヴェスタスについては、2014年3月、JBICも出資参画。

✓ 低炭素型インフラ輸出及び本邦ユーティリティの海外事業展開を積極的に推進する日本政府の方針に合
致。また、温室効果ガス排出量削減、低炭素エネルギー電源の拡大といった英国政府の政策にも適うもの。

✓ 諸外国の企業間で大型洋上風力発電について事業権獲得競争が激化しているなか、JBICが長期融資
を行なうことで、日本企業の事業権獲得及び長期にわたる海外事業を支援。

納入

最新式
タービン

融資 MOWEL

発電所を建設・所有・運営

出資

関西電力三菱商事 三菱UFJリース
その他

外国企業

MHI ｳﾞｪｽﾀｽ
JBIC

民間金融機関
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融資

融資アルゼンチン
国立銀行

JBIC 民間金融機関

取引拡大

アルゼンチン
現地企業

２．（３）特別業務によるアルゼンチン向け融資枠の設定

インフラ関連設備輸出を対象とするアルゼンチン国立銀行向け輸出クレジットラインの設定（2018年11月）

JBIC融資承諾額：

案 件 概 要：

36百万米ドル限度（協調融資総額60百万米ドル限度）

✓ アルゼンチンのブエノスアイレスで、2018年11月30日、12月１日に開催されたG20
サミットへの安倍首相参加の機会を捉え、アルゼンチン最大の商業銀行であるアルゼ
ンチン国立銀行向けのクレジットライン（融資枠）を設置。

✓ 支援対象は、アルゼンチン現地企業が、インフラ関連設備等を日本企業及び日系海
外法人から購入するための資金。

✓ アルゼンチン国立銀行を通じて円建又は米ドル建の中長期資金を融資することにより、
日本からアルゼンチンへの輸出拡大や海外進出した日本企業によるアルゼンチン企業
との取引拡大を支援するもの。

案 件 意 義： ✓ アルゼンチンのデフォルト以降、20年振りのJBICによるアルゼンチン国立銀行向け融資。
JBICは、特別業務を活用し、2017年5月のアルゼンチン政府向け融資に引き続き、
同国を支援。

✓ アルゼンチン国立銀行との連携により、同国内の電力・運輸セクターを中心に巨額なイ
ンフラ需要を持つ同国における日本企業のビジネスを機動的に支援。

✓ アルゼンチン財務省、アンデス開発公社と覚書を締結し、協力関係を築くことで、日本
企業によるアルゼンチンへの事業展開を重層的に支援。

調印式の様子（アルゼンチン国立銀行にて）
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融資
JBIC

民間金融機関

機器・設備納入

アンゴラ政府
ナミベ湾包括開発プロジェクト

豊田通商

２．（４）アフリカにおける港湾開発を支援

アンゴラ政府向け輸出クレジットラインの設定（2019年1月）

案 件 概 要： アンゴラ交通省港湾局が実施する「ナミベ湾包括開発プロジェクト」（※）について、豊田
通商等の日本企業から機器・設備を購入するための資金に係るクレジットライン（融資
枠）をアンゴラ政府に対して設定。
（※）ナミベ港輸入コンテナターミナル拡張プロジェクト、サコマール港鉄鋼資源輸出ターミ
ナル改修プロジェクト

案 件 意 義：

✓ JBIC初のアンゴラ港湾セクター向け融資。
✓ IMFに対して本融資について情報共有を行うことで、IMFの同国支援方針と合致した債務持続性に配慮し

た融資を実施。
✓ 第6回アフリカ開発会議（TICAD VI）において、アフリカの経済多角化・産業化を通じた経済構造改革

の促進が重要なテーマとして取り上げられ、日本政府は官民協力の上、アフリカ地域への質の高い支援を実
施する方針。本件は、このような方針にも寄与。

ナミベ湾の様子

・・・
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別添１：第３期中期経営計画（2018～2020年度）骨子
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別添２：出融資保証案件 承諾状況

出融資保証承諾額・件数

億円

2018年度第1～3四半期の出融資・保証承諾実績は、67件・1兆408億円。
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別添３：中間決算 概要（単体）
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別添３：中間決算 概要（連結）
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